
平成21年度企業行動に関するアンケート調査　　集計項目一覧表
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※1 調査対象：「製造業」のみ

※2 調査対象：「製造業、水産・農林業、鉱業」のみ 業種別は公表済（「Ｉ．基本集計」の結果表を参照）

※3 調査対象：「輸出を行っている企業」のみ 全 全産業は公表済（「II．クロス集計」の結果表を参照）

A 「製造業（計）」は公表済（「II．クロス集計」の結果表を参照）
※4 B 「製造業、水産・農林業、鉱業」及び「製造業（計）」は公表済（「II．クロス集計」の結果表を参照）

C 全産業（当該基本戦略の過去の評価で「概ね効果を上げてきた」企業）公表済（各個別戦略の過去の評価で「もともと不要（重要ではない）」除く）。（「II．クロス集計」の結果表№43～46を参照）

①全産業公表済（当該個別戦略の過去の評価で「もともと不要（重要ではない）」除く）。（「II．クロス集計」の結果表№48～50、57～59を参照）

②全産業（選択と集中の過去の評価で「おおむね効果を上げてきた」企業）公表済（当該個別戦略の過去の評価で「もともと不要（重要ではない）」除く）。（「II．クロス集計」の結果表№51～53を参照）

③全産業（選択と集中の過去の評価で「効果がそれほど上がっていない」企業）公表済（当該個別戦略の過去の評価で「もともと不要（重要ではない）」除く）。（「II．クロス集計」の結果表№54～56を参照）

※5 個別戦略⇒過去の評価と今後の戦略中、基本戦略以外の項目

上記表にない公表済の表として、　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①平成26年度と平成21年度の海外現地生産比率の差(全業
種）、②選択と集中の過去の評価「概ね効果を上げてきた」
企業における、各個別戦略の過去の評価「概ね効果を上げ
てきた」＋「改善の余地もあるがある程度効果を上げてきた」
企業の、各個別戦略別ー1年前と比べた現状の業況（全産
業）を公表済（「II．クロス集計」の結果表№47を参照）
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